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はじめに
司法制度改革審議会（以下，改革審と略称
する）では，改革課題として行政訴訟制度の
改革に一応の検討は加えられたものの，踏み
込んだ明確な改革提言は出されなかった。そ
れにもかかわらず，改革審の意見を引きつい
だ司法制度改革推進本部および行政訴訟検討
会で実質的な検討が進められ，２００４年に行政
事件訴訟法の一部を改正する法律（以下，改
正法と略称する）が成立するにいたった（平
成１６年法律第８４号）。
同法は２００５年４月１日に施行され，行政事
件訴訟法に，救済範囲の拡大（取消訴訟の原
告適格の拡大（９条２項），義務付け訴訟の
法定（３条６項，３７条の２，３），差止訴訟
の法定（３条７項，３７条の４），確認訴訟の
明示（４条）），審理の充実・促進（釈明処分
としての行政庁等への資料の提出を求める制
度の新設（２３条の２）），訴訟提起の簡便化（抗
告訴訟の被告適格の簡明化（１１条），抗告訴
訟の管轄裁判所の拡大（１２条１，４，５項），
取消訴訟の出訴期間の延長（１４条），出訴期
間等の教示制度の創設（４６条）），本案判決前
における仮の救済制度の整備（執行停止の要
件の緩和（２５条３項），仮の義務付けおよび
仮の差止め制度の新設（３７条の５））などの
改正がなされた。
これらの改正条項は，訴訟類型を拡張し，
訴えを提起しやすい環境づくりを進めたこと
は疑いなく，取消訴訟中心の行政訴訟のあり
方を変容させる可能性を持つ（１）。ただし，行
政訴訟制度の見直しは，行政に対する司法の
チェック機能の充実・強化の一環であり，事
前規制の廃止・緩和等と司法機能の拡大・強
化をめざした司法制度改革の中心をなしたこ
とにかんがみると（司法制度改革審議会
２００１：６頁），改正法は，司法の行政チェッ
ク機能を十分に強化したとは言えず，権利救
済面の改革にとどまり，主として適法性保障
が求められるいわゆる現代型訴訟を充実させ
るものではなかった。
以上の内容を持つ改正法の成立過程は，す
でに紹介ならびに分析されているが（２），本稿
では，今次の司法制度改革を主導した司法の
行政チェックの理念が，行政事件訴訟法の改
正過程でいかに貫徹しまたは変容したかに着
目し，行政事件訴訟法に関わる制度，運用お
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よび人の側面を踏まえ，行政訴訟改革の経緯
と法改正後の訴訟機能の展望も見据えて，改
正法の立法過程を法社会学の見地から試論し
たい（３）。国会内外の政治的アクターの積極的
な役割を見出す点で，立法過程論の枠組みに
依拠しつつ（４），対象立法の性質上，単なる利
害関係者の圧力政治やビスコシティの問題に
回収されず，弁護士，行政法学者の裁判改善
理念というある種の理念性によっても改正過
程が規定されたことを示していく。
 改正にいたる経過
１．行政訴訟制度改革をめぐる動向
日本では，第２次大戦後，独仏などの大陸
法系の従前の行政裁判所は廃止され，行政訴
訟を通常の民事訴訟の一形態として司法裁判
所で扱う英米法系の方式が採用された。しか
し，日本国憲法の施行に伴う民事訴訟法の応
急的措置に関する法律ならびに行政事件訴訟
特例法は，民事訴訟の法理法制度によること
を基本にしながら，従前の行政訴訟のそれを
多分にうけついだ特則を必要な限りで立法す
る内容になっていた。行政事件訴訟特例法に
替わり１９６２年に制定された行政事件訴訟法で
は，行政訴訟が民事訴訟と峻別されたものの
（１，７条），実質的に従来の運用を継承する
面があった（雄川１９８３：１３４－１３６頁）。この
紆余曲折を経た法継受の歴史から，行政事件
訴訟法は，大陸法系の法治主義または法治国
家原理に英米系の法の支配の原理がいわば接
ぎ木されたものであり，両者の性質をあわせ
持つことから，同法の運用にもかなりの影響
をおよぼすことになった（塩野２００１：３２９－
３３１頁）。
行政事件訴訟法の実質的な中身はその後改
正されず，同法にかかる制度の問題（訴訟形
式の少なさ，不服申立前置，仮の救済制度の
不備，事情判決制度，行政庁の裁量の広さな
ど）に加えて，運用の問題（裁判所の法律解
釈適用の消極姿勢，国民の権利利益の救済ま
たは行政法一般の法原則に関する判例法理の
未形成，最高裁判例の事実上の拘束力，裁判
の長期化，取消訴訟における原告適格の限定
的解釈など）と，人の問題（裁判官の数の少
なさと専門的知見，行政官のあり方，弁護士
の行政事件担当能力，行政機関の訟務担当官
の問題，裁判所と学者の関係など）が，原告
の勝訴率の低さや行政訴訟件数の少なさなど
の原因としてしばしば指摘されてきた（宮崎
２００３：７１－９４頁）。学界では，行政事件訴訟
法をめぐり，条文解釈に関する論議が主にな
されていたが，１９８０年代以降，公法学会総会
で，１９８２年に「行政争訟２０年の回顧」，１９８９
年に「現代型争訟―争訟制度の改革に向けて」
のテーマが特集され，行政訴訟の制度面およ
び運用面の問題点とその改革の方策が検討さ
れたことをはじめ（５），現代型訴訟の出現や国
民の使い勝手の観点などから，法律改正論が
次第に有力になった（塩野２００１：３０８－３１０
頁）。こうして，行政訴訟改革は，制度，運
用および人の３つの側面から総合的にとらえ
られるにいたったが，行政法学者の議論は，
基本理念や個々の論点で学説が分かれ，一定
の改革方向に収斂しにくい傾向があった。
他方，１９９０年代には，行政手続法（１９９３年
制定，翌年施行），行政機関の保有する情報
の公開に関する法律（１９９９年制定，２００１年施
行），中央省庁等改革基本法（１９９８年制定，２００１
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年施行）など，行政作用および行政組織に関
わる立法が続いた。また，司法改革を求める
動きのなかでも，日弁連の１９９４年の「司法改
革に関する宣言（その３）」が行政訴訟問題
に触れ，同年の第１５回司法シンポジウムで「市
民と行政裁判の改革・改善」をテーマに分科
会が開催されるなど（湯川２０００：２８－３０頁），
行政訴訟改革は１９９０年以降の弁護士会の司法
改革運動で取り組まれた。経済団体からは，
規制緩和の観点で，行政による事前規制型か
ら司法による事後チェック型社会への移行が
唱えられ，司法機能の増強を要望する報告書
が公表された。１９９７年には，自民党に司法特
別調査会が組織され，司法機能の増強に向け
た抜本的検討を政府に求めた同会の翌年６月
の報告書を契機に，司法制度の改革と基盤の
整備に関して必要な基本的施策を調査審議す
ることを目的として，内閣に改革審が設置さ
れた。
以上の流れから，行政訴訟制度改革は，戦
前からの法継受のねじれを内包した行政事件
訴訟法の制定から３０年以上を経て，学界にお
ける行政訴訟問題の議論の高まり，行政関連
諸立法と，司法改革要求を契機に提起された
ことが見てとれる。つまり，行政救済法の見
直しは，行政訴訟のあり方に対する法学者の
問題意識，行政作用法および行政組織法の改
革と，弁護士，経済界ならびに政界主導の司
法改革提言が，１９９０年代末に合流して動き出
したのである。
２．司法制度改革審議会の審議と答申
改革審は，１９９９年７月の発足後，同年末の
論点整理で，「…２１世紀の我が国社会で司法
の比重が増大するなか，行政・立法に対する
司法のチェック機能を充実させる方策につい
て検討することが必要である」として，行政
訴訟制度を検討対象にとりあげた（司法制度
改革審議会１９９９：９頁）。審議では，２０００年
の第１１回（１月２８日）での検討と，第２１回（６
月２日）の行政法学者に対するヒアリングの
後，同年秋の中間報告で，行政に対する司法
のチェック機能充実の重要性が指摘されたも
のの，「…行政訴訟制度の改革が不可避であ
るが，その具体的方策については，更に検討
すべきである」と記載されるにとどまった（司
法制度改革審議会２０００：５２－５３頁）。その後，
司法の行政に対するチェック機能の強化の課
題は，第４１回（１２月１２日）のヒアリングを経
て，第４２回（１２月２６日）と翌年の第５８回（５
月８日）で審議されたが，明確な改革案は出
されなかった。２００１年６月に内閣に提出され
た改革審の最終意見書でも，行政庁の優越的
地位と抗告訴訟の機能不全，いわゆる現代型
訴訟に対する実体法および手続法レベルの手
当て，行政事件の専門性に対応した裁判所の
体制に関する問題点と，行政訴訟手続に関す
る諸課題と行政訴訟の基盤整備上の諸課題が
指摘されながら，行政作用のチェック機能の
あり方とその強化のための方策に関しては，
司法と行政の役割を見据えた総合的多角的な
検討が求められ，「政府においては，行政事
件訴訟法の見直しを含めた行政に対する司法
審査の在り方に関して，本格的な検討を早急
に開始すべきである」と抽象的に提言された
のみで（司法制度改革審議会２００１：３９－４０
頁），改革が実際に行われるかどうかさえ定
かではなかった。
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３．行政訴訟検討会の検討
その後，改革審の意見を最大限に尊重して
司法制度改革の実現に取り組む旨の閣議決定
がなされ，ほぼ官僚出身者で構成された司法
制度改革推進準備室の立案による司法制度改
革推進法が２００１年１２月１日に制定された。同
法により司法制度改革推進本部と推進本部事
務局（事務局員には推進準備室の人員がほぼ
移行）が，同日の政令で顧問会議が，それぞ
れ設置された（飯２００１：８９－９０頁）。同月１７
日には，行政訴訟を含む１０テーマ（後に１つ
追加）で検討会の開催が告知された。検討会
の設立は，日弁連からの要請もあり（６），推進
法案の国会審議の時点から構想，言及されて
いたにもかかわらず，結局，法令にもとづか
ずに運用で推進本部事務局に置かれた。そし
て，各検討会の推進本部事務局長開会あいさ
つで，具体的な法令案の立案は事務局が中心
に行うこと，検討会は事務局と意見交換をし
ながら一体となって作業を進めることと，検
討会で答申をまとめることは予定していない
ことの３点が言明された。以上の司法制度改
革推進体制と検討会の事実上の性格規定によ
り，推進本部事務局が行政訴訟その他の改革
課題の法案起草作業を主に担い，行政訴訟検
討会を含む検討会は，常に事務局の関与を受
け，答申をまとめる独自の権限も持たないこ
とになった。
２００２年３月１９日に閣議決定された司法制度
改革推進計画で，司法の行政に対するチェッ
ク機能の強化の項目は，「行政事件訴訟法の
見直しを含めた行政に対する司法審査の在り
方に関して，『法の支配』の基本理念の下に，
司法及び行政の役割を見据えた総合的多角的
な検討を行い，遅くとも本部設置期限（筆者
注・２００４年１１月末）までに，所要の措置を講
ずる。（本部（筆者注・司法制度改革推進本
部所管事項））」とされ（７），他の改革テーマと
異なり措置内容は明確に示されなかった。そ
の推進計画にしたがって，行政訴訟検討会で
は，２００２年２月から，フリートーキング，パ
ブリックコメント，ヒアリング，行政法学者
の外国事情調査報告を経て，論点が検討され
た。そして，第１６回（２００３年４月２５日）に，
検討の便宜のために議論の到達状況を暫定的
にまとめる目的で事務局で作成された「行政
訴訟制度の見直しについて検討の方向性が概
ね一致していると思われる事項」をもとに議
論がなされた。しかし，この「一致事項」は，
次年度に迫った法案提出期限を理由に，法案
に盛り込む事項へ意味が変容した。その後，２
度目のパブコメと平行して，行政事件訴訟法
改正法案の骨子作りに向けた検討内容は，第
１８回（６月１３日）の「行政訴訟検討会におい
て検討されている主な検討事項」，第１９回（７
月４日）の「行政訴訟検討会における主な検
討事項」，第２４回（１０月２４日）の「行政訴訟
制度の見直しのための考え方と問題点の整理
（今後の検討のためのたたき台）」，第２７回（１２
月２２日）の「行政訴訟制度の見直しのための
考え方」の順にまとめられ，２００４年１月６日
に「考え方」の最終版が公表された。
４．司法制度改革推進本部事務局の法案作成
と与党審査
内閣提出法案は，通常，所管省庁により内
閣法制局の意見を踏まえて立案され，与党審
査に付され，関係省庁間の折衝後，内閣法制
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局の最終審査と事務次官等会議を経て閣議決
定される。「考え方」の最終版にもとづく推
進本部事務局の改正法案作成過程は明らかで
ないが，同事務局からの検討会資料の作成段
階で最高裁，法務省および内閣法制局への意
見照会とそれを受けた修正がなされたこと
は，いわゆるプロパティ問題で公になってお
り（８），同様の手続を経たものと推測される。
自民党では，行政訴訟改革について，改革
審設置前の提言公表後（９），２００２年末から，政
務調査会の司法制度調査会経済活動を支える
民事・刑事の基本法制に関する小委員会（以
下，自民党小委員会）で計１２回にわたり検討
され，２００４年１月２８日の司法制度調査会合同
会議で改正法案の基本方針が了承された。そ
の後，同法案は，内閣法制局の審査などを経
て（１０），３月２日に閣議決定された。
５．国会審議
行政事件訴訟法の一部を改正する法律案
は，３月２日に衆議院で受理された後，４月
２日に本会議へ付託され，趣旨説明と質疑が
行われた。その後，法務委員会での４月２７日
から５回にわたる提案理由説明，一般質疑，
対政府質疑と参考人質疑の後，附帯決議を付
して５月１４日に可決され，１８日に本会議で可
決された。翌日，法案は，参議院本会議に付
託され，趣旨説明および質疑後，法務委員会
で，５月２５日と２７日の提案理由説明と対政府
質疑，６月１日の参考人質疑，対政府質疑を
経て，附帯決議とともに可決された。法案は，
翌日の本会議で，行政事件訴訟法の一部を改
正する法律として成立し，６月９日の公布
後，２００５年４月１日に施行されている。
 改正点と検討機関の影響
ここで，行政事件訴訟法の改正内容と，立
法に関与した検討機関の動きを対照したい
（表）。改革審意見書の提言は，いずれも例示
にとどまったが，法改正に反映されたのは，
原告適格，義務付け訴訟，管轄と出訴期間に
関する事項である。行政訴訟検討会では，改
革課題により合意時期が異なる。「たたき台」
（２００３年１０月２４日）の段階でほぼ合意された
事項は，釈明処分，被告適格，出訴期間延長
と出訴期間等の教示で，「考え方」（１２月２２日）
の記載事項は，原告適格の考慮事由の規定，
義務付け訴訟，差止訴訟，執行停止要件の緩
和，仮の義務付け・差止めである。
他方，自民党小委員会では，２００３年１２月１７
日の推進本部の検討状況報告を受けて，主に，
原告適格の「法律上の利益」の文言の変更，
確認訴訟の明記，義務付け訴訟・差止訴訟の
要件が厳格過ぎること，執行停止要件の「回
復の困難な損害」の文言の緩和，仮の救済の
「償うことのできない損害」の文言の緩和，
訴え提起手数料の合理化，弁護士報酬敗訴者
負担制度の導入が指摘された（１１）。その意見
は，執行停止要件について反映され，「考え
方」（１２月２２日）の記載が，「回復の困難な損
害」から「重大な損害」に緩和された。２００４
年１月２０日の自民党小委員会でも，推進本部
事務局長の基本方針説明の内容に異論が出さ
れ，同月２３日に，同小委員会の指摘が勘案さ
れて，推進本部事務局長により，処分が違法
かどうかが原告適格の判断の前提にならない
こと，確認訴訟の当事者訴訟への例示，改正
後一定期間の実施状況を踏まえた制度の再検
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長期的な方策の継続的検討と，原告適格の拡
大の趣旨，義務付け・差止訴訟，仮の義務付
け・差止めが実効的な権利救済の観点から運
用できる旨の国会審議の過程等を通じての周
知が，新たに提案された。同日の自民党小委
員会では，その新提案に推進本部が取り組む
こと，原告適格の拡大について立法者のメッ
セージが伝わる条文となるよう推進本部が努
力することと，法案に盛り込まれない中長期
的課題の継続的検討の３点が確認されたうえ
で，推進本部の方針が了承されるにいたった。
以上の法改正内容と検討機関の動きを対照
すると，訴訟提起の簡便化に関する事項は，
行政訴訟検討会の議論で比較的早期にまとま
った一方，救済範囲の拡大と仮の救済制度の
整備に関する事項は，同検討会の終盤になっ
て合意された。また，執行停止要件の緩和，
確認訴訟の明記，原告適格の拡大，改正法施
行後５年目の再検討の旨は，自民党小委員会
の意見を受けてようやく実現した。このこと
から，抜本的な制度改正に関わる事項の合意
ほど，行政訴訟検討会における長期の議論と
自民党小委員会の力を要したことが分かる。
 改正過程の分析と特徴
１．立法過程分析
次に，改正法の立法過程につき，改革審，
司法制度改革推進本部（事務局，顧問会議，
行政訴訟検討会），自民党小委員会と国会な
どの検討機関に着目し，相互の関係，構成，
外部の意見の反映，時間のおき方と改革をめ
ぐる言説の観点から分析する（１２）。
（１）検討機関相互の関係
改革審意見書の公表後，その内容を推進す
る旨の閣議決定がなされたが，行政訴訟改革
に関する提言は，法制化に向けた具体性を持
たなかった。後の司法制度改革推進計画で，
行政訴訟改革は推進本部の所管事項とされた
が，実際の立法作業は，法律で推進本部とと
もに設置された同事務局によって進められ
た。行政訴訟検討会は，運用で推進本部事務
局に設置され，単独で議論および答申を行う
ことができなかった。顧問会議は，政令で推
進本部本体に設置され，行政訴訟を含む司法
制度改革の進行状況を監視する立場にあった
が，裁判迅速化などに関するアピールを除き，
各検討会の議論状況の報告を受けるのみで，
第１３回（２００３年９月１８日）の会合でも，行政
訴訟検討会座長が顧問会議の助言を拒否する
姿勢を示すなど，実際の権限は必ずしも大き
くなかった。自民党小委員会は，与党審査を
担い，推進本部事務局の無視しえない権限を
持っていた。改正法案は，推進本部事務局で
内閣法制局の審査を踏まえて綿密に立案さ
れ，与党審査で事前に調整されたためもあり，
国会では修正されることなく可決にいたっ
た（１３）。ただし，参考人質疑と対政府質疑で，
推進本部事務局から答弁された条文解釈指針
と政府からとられた言質は，会議録に残され，
部分的に附帯決議に盛り込まれており，国会
も，改正法の中身の明確化とその施行後の方
向づけに一定の役割を果たした。なお，国会
審議の過程では，日弁連より議員に対する集
中的な要請活動が行われたとされる（１４）。
（２）各検討機関の構成
改革審は，計１３名からなり，出身別に，元
判事１，元検事１，弁護士１，法学者３，他
分野の学者１，大学１，経済界２，労働団体
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１，消費者団体１，作家１で，司法に関係し
ない委員が過半数を占めた。委員からは，行
政訴訟改革に前向きな意見が多く出された
が，行政法の専門家はおらず，具体的な改革
提言を行うことは困難であった。事務局は，
計１４名で，出身別に，判事３，検事３，弁護
士２，財務省２，経産省１，文科省１，国交
省１，国税庁１で，官僚が多く，行政庁に批
判的な内容は受け入れられにくい面も見られ
た（１５）。
推進本部事務局は６０名で構成され（２００３年
４月１日現在），出身別に，判事１５，裁判所
４，検事１１，法務省７，弁護士４，総務省２，
特許庁２，厚労省２，警察庁２，文科省２，
財務省１，経産省１，国交省１，国税庁１，
農水省１，公取委１，人事院１，民間２（弁
理士１，企業１）であった。裁判所と行政庁
は，改革に必ずしも積極的でなかったことか
ら（１６），その姿勢は推進本部解散後に原職に復
帰する事務局員にも反映されていたと推測さ
れる。行政訴訟と司法アクセスを担当した第
４班も，判事２，裁判所１，検事１，総務省
１，国交省１の計６名で，司法関係者と官僚
で占められた。行政訴訟検討会は，計１１名で，
出身別に，判事１，検事１，弁護士１，法学
者４，他分野の学者２，労働団体１，総務省
１で，改革審と異なり，行政訴訟分野に知悉
した委員で過半数が占められ，専門性の高い
議論が行われた反面，法律，行政に関係しな
い委員の発言の影響力は少なかった。委員が
個別利害に拘泥して決定の遅延や妥協の集積
による整合性のない決定がなされる恐れもあ
ったが（谷２００２：１６８頁），改革審同様，マス
コミ傍聴が認められ，発言者記名の議事録も
公開された関係もあり，討議内容の一定の適
正化がはかられた。ただし，全員一致した項
目しか法制化しない方針が事務局でとられた
ため，一委員からでも反対の出された項目は
とりまとめに盛りこまれず，裁判所と省庁出
身者の了承を得られない事項の実現は困難で
あった。顧問会議は，法学者１，大学３，経
済１，労働１，マスコミ１，評論家１の計８
名で，行政法の専門家は含まれていなかった。
内閣法制局第一部司法制度改革法制室の室
長と参事官は，判事と検事の出向者が務め
た（１７）。自民党小委員会は，同党の議員１０数名
で構成され，推進本部事務局の原案に対して
多数の修正意見が出された。国会質疑では，
自民党以外の政党所属議員からも行政事件訴
訟法改正に積極的な見解が示され（１８），弁護士
出身者を中心に専門的な議論も展開された。
（３）外部意見の影響
２０００年３月から７月までに，改革審では，
全国４ヶ所で公聴会が開催され，複数の公述
人から行政訴訟の問題点が指摘された。また，
行政法学者，弁護士計４名へのヒアリングで
は，全員から改革に対する積極意見が出され，
審議委員もそれに同調したが，結局，意見書
の提言に結実しなかった。行政訴訟検討会で
は，行政法学者と関係者へのヒアリングがな
され，行政法学者に委託した海外事情調査の
報告を受けたほか，司法制度改革推進本部で，
行政訴訟制度の見直しに関するパブリックコ
メントの機会が，２００２年７月１日から８月２３
日まで（意見提出総数９６件（個人８５，団体１１））
と，２００３年６月３０日から８月１１日まで（意見
提出総数１５１件（個人１１８，団体３３））の２度
もたれた。行政法学者のヒアリング意見と調
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査報告は，「国民の権利利益の実効的救済」
の文言を「一致事項」に盛り込む重要な意味
を持ったという見方もある（笹田２００４：８７－
８８頁）。ただし，パブリックコメントは，個々
の論点で賛否を問うものではなく，１回目に
包括的に意見を求め，２回目も「検討事項」
に言及したものの同様の方式で行われ，意見
分布が検討会で紹介されるにとどまった。
自民党小委員会の関連組織には，２００２年９
月から活動を開始した，国会議員１０名，行政
法学者４名，弁護士４名の計１８名（行政訴訟
検討会委員２名を含む）とオブザーバーの弁
護士１名からなる勉強会「国民と行政の関係
を考える若手の会」（以下，若手の会と略称す
る）があった（１９）。自民党小委員会の議員は若
手の会のメンバーと重複しており，法学者と
弁護士から若手の会で提供された知見は，同
小委員会での行政訴訟という専門的テーマの
議論を可能にしたと考えられる。弁護士会で
は，１９９０年代からの行政訴訟改革運動が発展
的に継続され，シンポジウムの開催や意見表
明が活発に行われた（２０）。行政法学者からも，
行政訴訟改革問題を検討するための行政法研
究フォーラムの設立（２００２年５月）とシンポ
ジウムの開催など（２１），司法改革に関連して他
分野の法学者に見られない活動が展開され
た。また，改正法案の国会参考人質疑では，
行政法学者と弁護士から専門的知見と実務経
験にもとづく陳述がなされた。
（４）時間のおき方
改革審は，２年間の設置期限を法定され，
計６３回の審議のうち，ヒアリングを含めて４
回しか行政訴訟改革の議題は検討されなかっ
た。その後，司法制度改革推進計画で，改革
措置時期は３年後とされたが，最終年は法案
提出期限にあたり，推進本部の検討期間は事
実上２年弱しかなかった。行政訴訟検討会で
も，初めの１年強がフリートーキングやヒア
リングに費やされた後，意見の一致点を暫定
的にまとめたペーパーが法案提出期限を理由
に法案骨子へ突然変更され，議論を十分につ
める時間はなかった。２００４年度の第１５９回国
会には，司法制度改革関連だけでも裁判員制
度などの重要案件を含む１０本の法案が提出さ
れており，その限られた時間のなかで，改正
法案は，衆参の法務委員会でそれぞれ６回と
３回の審議を経て，法案提出から３ヶ月後，
会期末近くに成立した。
（５）改革の言説
改革審では，「行政による事前規制から司
法による事後チェックへ」のスローガンの下，
「司法の行政に対するチェック機能の強化」
の項目で行政訴訟改革が検討された。ただ，
行政訴訟改革の検討にあたり，「司法と行政
の役割」の検討や「実体法の改正」への留意
を求める声もあった。後者の言説は，正論に
しろ，行政訴訟制度そのものの改革を抑制す
る効果も発揮した。行政訴訟検討会では，「司
法の行政に対するチェック機能の強化」の
テーマで改革の基本方向が示され続け，適法
性の確保が排除された反面，「国民の権利利
益の実効的な救済」が新たな理念として掲げ
られ，改革を総論的に推進する原動力になっ
たが，「司法と行政の役割」と「実体法の改
正」への配慮を唱える声も並存した。
２．立法過程の特徴
改正法の立法過程を，官僚制・政党・利益
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集団の枠組みでとらえれば，改革審は政策立
案型審議会（諮問に対して答申の裁量度が比
較的大きい型），行政訴訟検討会は私的諮問
機関（研究会）に近く，推進本部事務局の大
勢を占める官僚と弁護士集団の利害が，与党
審査にあたる自民党小委員会の意見で調整さ
れ，国会で追認されたものと解される（谷
１９９５：１８９－２１６頁）。しかし，前節の分析か
らは，行政事件訴訟法の改正動向に，この枠
組みにとどまらない特徴も見られた。ポイン
ト別にまとめると，以下の通りである。
（１）対立構造の特殊性
行政訴訟改革は，行政庁を除く主体の利害
に直接関係しなかったことから，司法機能の
強化を規制緩和の見地から提唱する経済界
や，行政庁に依存しつつも距離をとる政党か
ら，反対意見は聞かれず，潜在的な消極勢力
は，もっぱら行政庁と裁判所であった（２２）。そ
の結果，改正法の立法過程の対立構造は，行
政庁，裁判所とそれに対する法学者，弁護士
（会）で，前者から出向した官僚でほぼ占め
られる推進本部事務局主導の司法制度改革推
進体制により，抜本的な法改正が困難になっ
た一方，法学者と弁護士の後援を受けた自民
党小委員会を介する与党審査で法案骨子に注
文がつけられた。
（２）行政法学者と弁護士の協働支援
行政法学者は，改正法の検討過程で行政訴
訟制度改革に関する論考を公表するととも
に（２３），行政法研究フォーラムでの行政訴訟改
革問題の検討，行政訴訟検討会への委員とし
ての参加，ヒアリングや海外制度調査への協
力などを通じて，行政訴訟改革を内外から支
援した。弁護士会でも，前述のシンポジウム
の開催や書籍の刊行などが行われた。自民党
の若手の会には，弁護士と行政法学者が，委
員として参加，協力した。行政法学者と弁護
士が協働し，両者の学識と実務経験，運動力
が結合した背景には，それぞれの個別利害を
離れた行政裁判のあり方に対する長年の問題
意識の共有があったものと推察される（２４）。
（３）改革理念の限定的効力
理念により改革が先行規定されるパターン
は，司法制度改革全般に見受けられ（２５），行政
訴訟改革でも，行政の司法に対するチェック
機能の強化の理念が掲げられたが，改革審の
段階では，明確性をもった提言にまとまらな
かった。上記の理念は，その後の改革推進段
階で，行政庁および司法改革推進本部事務局
中心の改革推進構造に潜在する官僚の利害
と，司法と行政のバランスおよび実体法の改
正を求める言説のなかで（２６），限定的な効力し
か持たなくなる。推進段階の途中からは，「司
法の行政に対するチェック機能の強化」より
も，「国民の権利利益の実効的な救済」の理
念の方が頻繁に用いられるにいたった（２７）。
（４）検討期間の制約
行政訴訟改革の方策は改革審で明確に示さ
れず，その後の立法作業でも，法案提出期限
が事前に設定されていたことから，行政訴訟
検討会に残された時間は十分とは言えなかっ
た。さらに，同検討会では，議題や進行が推
進本部事務局に左右されたうえ，改革項目の
法制化に委員の全員一致が要求されたため，
合意の容易な改革事項からとりまとめが進
み，長期にわたる討議を通じた抜本的な法改
正が困難になった。その一方，改革の検討期
間があらかじめ制約されていたことは，司法
20 行政事件訴訟法改正過程の法社会学的分析（飯）
制度改革で「司法の行政チェック」の理念が
掲げられた手前もあり，行政事件訴訟法の改
正を何らかのかたちで先送りすることなく実
現するよう後押しする効果も生み出した。
３．小括
以上の検討から，改正法の成立は，１９９０年
代の改革の波のなかで，司法の行政チェック
という改革理念が，改革審設置後，従前から
行政裁判の改善に向けた取り組みを進めてき
た行政法学者と弁護士に主に支えられて実現
したと考えられる。すなわち，行政法学者と
弁護士の有志が，省庁と内閣法制局が主導権
を握る官僚中心の内閣提出法案の立法慣行に
対して，検討会の意見分布と若手の会を通じ
た与党の発言力という事実上の権力にコミッ
トし，時間の制約のなかで，官僚の潜在的な
利害にもとづいて構築された改革に関わる言
説と改革推進構造に対抗しまたは迂回して，
改正法は成立した（図）。
改正法の内容は措いて，この改正手法はど
のように評価されるであろうか。法案の作成，
提出権限は，内閣すなわち推進本部本体にあ
ったが，実際には推進本部事務局を中心に検
討され，プロパティ問題でその法案作成過程
の不透明性さが批判された。検討会は推進本
部本体に運用で設置されたうえ独自の議決権
限はなく，市民一般の意見はパブリックコメ
ントで包括的に受理されたに過ぎなかった。
国会も，法案内容を揺るがすほどの審議を十
分に行えなかった。しかし，本来は，検討会
を法規にもとづいて推進本部に設置し，そこ
に独立した審議，答申権限を持たせたうえで，
推進本部事務局が，検討会の審議，答申を重
視し，パブリックコメントで市民から幅広く
論点別に意見をとり入れ，透明性を維持して
法案を策定し，閣議の審査を受けた後，国会
での十分な討議と修正を経る方式が望ましか
ったのではなかろうか。改正法の立法手法は，
改革事項の特殊性，内閣法案提出のあり方と
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国会の審議機能の現状に照らしてやむをえな
かった面もあるにせよ，今後に課題を残した
と言える。
 改正法施行後の行政訴訟機能の展望
行政訴訟問題は，で見たように，制度，
運用および人に関わる複合体としてとらえら
れてきた。改正法により，このうち制度面の
改善ははかられたが，その枠内で課題が残っ
ていることに加えて，運用と人の問題は手つ
かずのままである。
改正法は，制度面で，救済範囲や仮の救済
制度を拡大し，訴訟提起の環境整備を進めた
が，判例で認められてきた事項を明記したに
とどまる部分や，残された検討事項も多い（２８）。
この改正内容の不十分さは，行政そのものを
縛りうる立法課題に起因する行政庁と裁判所
の潜在的な抵抗によるところが大きく，内閣
の法案作成の透明化や議員立法の活性化が実
現しない限り，改正法施行から５年経過後の
見直しの機会までの間，少なくとも当面，再
度の実質的改正は見込みにくい状況にある。
ただし，改革の検討の継続を求める国会付
帯決議をもとに（２９），若手の会から，国民のた
めの行政を作るための制度的出発点として，
国民の代表，有識者，学者，法曹，行政官僚
から構成される「行政法制度等改革推進本部」
設置を求める緊急提言が２００４年９月３日に出
され，自民党小委員会（行政改革推進本部幹
事会・司法制度調査会基本法制小委員会）も，
その提言を２００５年１月２８日に議題にのせて
「行政法制度改革における課題と検討組織に
ついて」をまとめるとともに，同年８月３日
に準司法手続に関する検討から再始動した。
また，公明党より２００４年１１月８日に「行政法
改革提言」が法務大臣に提出され，日弁連で
行政訴訟改革第二弾に向けた提言やシンポジ
ウムが行われるなど（３０），さらなる制度改革を
めざす動きも日弁連と与党に見られる。
改正法で，取消訴訟の原告適格を判断する
際の裁判所の解釈指針や（３１），裁判所が行政庁
に資料の提出などを求める釈明処分が新設さ
れたことからも，行政訴訟機能は，実体法の
整備とともに，施行される改正法の運用いか
んで変わりうる。また，行政訴訟に関わる人
の面で，裁判官はもとより，弁護士と行政法
学者も，制度改革の要請や立法過程への関与
にとどまらず，改正法施行後も引き続き鍵を
握る。そのため，行政訴訟機能は，行政事件
訴訟法のみでなく，同法の解釈，運用や訴訟
当事者の主張の法的構築を行う，法学者，弁
護士と裁判官にも左右されると言えよう（３２）。
行政訴訟の活性化の見地からは，行政法学
者と弁護士が，改正行政事件訴訟法を踏まえ
た学説を検討し（３３），行政訴訟に対応しうる専
門性を高め，市民の訴訟提起を支援する体制
を整備することが重要になる（３４）。裁判官に
は，行政訴訟事件で判例を重視する傾向など
の問題点が指摘されてきたが（阿部１９９３：１３
－２０頁，木佐１９９０；２００２），国会附帯決議が
求めるよう，従来の運用にとらわれることな
く，学説なども研究し，独立して法の解釈・
適用にあたる能動的な役割が期待される（３５）。
改正法施行後の２００５年９月１４日，在外日本
人選挙権剥奪違法確認等請求事件に関する最
高裁大法廷判決において，在外国民の選挙権
制限の違憲性，立法不作為の違法性とともに，
予備的に主張された公法上の法律関係に関す
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る選挙権の確認の訴えの適法性が肯定され
た（３６）。この判決については，当日夕方から翌
朝にかけて，ほぼすべてのテレビニュース番
組と新聞でトップニュースとして報じられ，
数紙の記事では，改正法で確認の訴えが明記
されたことが判断に影響を与えた旨が解説さ
れた（３７）。また，同年１０月２４日には，原告適格
に関する小田急線事業認可処分取消請求事件
で最高裁大法廷弁論が開かれ，同年１２月７日
の判決で，鉄道事業地内の地権者ではない，
東京都環境影響評価条例の定める「関係地域」
に居住する沿線住民に，取消訴訟の原告適格
が認められた（３８）。
このように，改正法案検討過程の最終盤で
合意された確認訴訟の明記と原告適格の拡大
の２つが，法施行後ほどなくして最高裁で前
向きに運用されたことになる。したがって，
改正法の評価には，行政訴訟事件数の種類別
の推移（３９），運用面での裁判所における解釈適
用の姿勢や判例法理の形成のあり方などに加
えて，新条項のメディアを介した伝達，その
社会での受容および活用の状況を含む，改正
のおよぼす司法的および社会的な影響に関す
る長期的な検証を待つ必要があろう。
以上のことから，今後の行政訴訟機能は，
行政訴訟改革を指向してきた法学者と弁護士
による制度面のさらなる改革のほか，改正さ
れた行政事件訴訟法の運用面における，法学
者の条文解釈を通じた学説形成，弁護士によ
る具体的な事件への援用，裁判官の裁判での
事件への適用ならびに判例法理の形成と，そ
の後の判決の社会における受容状況という，
一連のプロセスにかかっていると言える。
おわりに
本稿では，制定後４２年を経て初めて実質改
正された行政事件訴訟法につき，同法のなり
たちと改革論議の流れを踏まえ，改正法の立
法過程を，改正点と検討機関の動向の対照を
交えて検討したうえで，検討機関相互の関係，
各検討機関の構成，外部意見の影響，時間の
おき方と，改革の言説の観点から分析した。
その結果，法改正の契機は，学界における
行政訴訟改革論議，１９９０年代の行政作用法お
よび組織法の改革，同時期の弁護士会と政財
界の司法改革提言が合流したことにあり，訴
訟提起の簡便化，救済範囲の拡大，執行停止
要件の緩和，確認訴訟の明記，原告適格の拡
大の順に，より抜本的な改革事項ほど遅れて，
行政訴訟検討会と自民党小委員会の議論を通
じて法制化がはかられたことと，法改正過程
が，対立構造の特殊性，行政法学者と弁護士
の協働支援，改革理念の限定的効力と検討期
間の制約により規定されることを示した。
そのうえで，今後の行政訴訟機能は，法制
度のさらなる改革のほか，改正行政事件訴訟
法の運用，解釈を担う行政法学者，弁護士と
裁判官ならびに市民に基礎づけられうること
を論じた。
これまでの検討にかんがみると，行政事件
訴訟法の改正は，行政裁判に限界を感じた法
学者と弁護士が，政府主導の司法制度改革に
あい乗りして進展した部分が大きい。行政事
件訴訟法の解釈・運用に従事する法律家にと
って，同法の改正は，学界や弁護士会で提唱
されてきた行政訴訟改革の一環で，改正法の
解釈・運用もその延長線上にある。改正法の
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立法過程に即せば，法学者と弁護士は政治的
アクターにしろ，逆に彼らの視点に立てば，
行政裁判のあり方を裁判における法運用を含
めて変えることが従来からの課題であり，法
改正はそのための手段の一つに過ぎなかっ
た。ただし，法律家が立法過程に深く関与し
たため，改正法の内容が判例の整理・体系化
の方向に傾斜した点は否めない（４０）。
以上のように，改正法成立前後のいわば通
奏低音には，弁護士，行政法学者の行政裁判
改善指向というある種の理念性があった。
１９９０年代末に浮上した司法制度改革を，行政
事件訴訟法の制度面を改革するための機会と
して，弁護士と行政法学者は，行政訴訟制度
改革過程に参与し，協働した。改正法施行後
の制度面，運用面の改善に向けた取り組みは，
彼らにとって，司法制度改革論議の過程とそ
れ以前から変わらない，一貫した営みである
と言えよう。
本稿で行政事件訴訟法の法社会学的分析を
試みた結果，以上のように立法過程は相対化
してとらえられた。その結果，政治学におけ
る分析では必ずしも重視されない点も見出さ
れる。その１つ目は，法の性質である。法に
は，法律の条項そのものだけでなく，その解
釈，運用と，その担い手である裁判官，弁護
士や市民などの人が関わる。その意味では，
改正法の成立により，従来の行政訴訟をめぐ
る問題の一部が解決されたに過ぎない。この
ことから，立法にあたっては，法律を制定ま
たは改正する際に，どの程度の社会状況にい
たると法律の解釈でまかなえず，法改正また
は新たな立法を行う必要が生じるのか，法規
定により解釈に委ねられうる余地はどの程度
の範囲かなど，法律の制度面と運用面の関係
と境界が検討されるべきであろう。
２つ目は，法の歴史的形成過程である。行
政事件訴訟法のなりたちは，明治期以降の西
欧法の継受のねじれを反映しており，改正法
にも影響をおよぼしている。法の国，地域お
よび歴史別の系統，継受のあり方と移植され
た社会における運用状況は，その法および関
連法規の改正や新たな立法のあり方にも関わ
りうる。
３つ目は，法の規律対象である。行政事件
訴訟法は，当然ながら，行政上の法律関係に
ついて争いまたは疑いがある場合の行政訴訟
手続を規定することから，その内容は行政庁
のあり方を大きく左右する。行政事件訴訟法
が４０年以上実質改正されなかった理由の１つ
は，国家のあり方に密接に関わりうる同法の
規律対象事項の性格に起因する重要性にあ
り，改正法の立法過程でも，行政庁には改革
に消極的な面が見られた。したがって，立法
過程の態様には，その法律の規律分野，国そ
の他の団体との関連性やそのおよぼしうる影
響によって，違いが生じると考えられる。
最後は，法の司法的，社会的機能である。
改正法案に最終的に盛り込むことが合意され
た確認の訴えの明記や原告適格の拡大のよう
に，あることがらが立法化されたことは，判
決内容に影響を与え，訴訟提起数の増減や，
訴訟自体のあり方の変化などをもたらしう
る。法のこうした司法的および社会的機能の
認識は，立法の影響を事前に想定し，また立
法の意義と効果を事後に検証するうえでも有
益であろう。
他面において，司法制度改革分析の観点か
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ら見ると，行政訴訟制度改革は，行政による
事前規制から司法による事後監視への移行の
理念を実現する中心的なテーマだったが，そ
の改革の実践は，本稿の検討の限りでは，以
上の改革理念のみからは説明しきれない経過
をたどった。改正法の実現に，「司法の行政
チェック」という今次の司法改革理念が一定
の範囲で寄与したにせよ，行政庁，裁判所な
らびに改革推進過程の中心を担った司法制度
改革推進本部事務局は，その理念を実行に移
すことに必ずしも積極的ではなく，行政訴訟
検討会でも「国民の権利利益の実効的救済」
の言説が中盤から有力になった。
行政訴訟改革の方向性は，改革審で明確な
かたちで示されず，推進本部事務局の改正法
立案作業でも積極的に検討されなかったが，
行政訴訟検討会内外の弁護士と行政法学者の
働きによって主に推進された。つまり，今次
の行政訴訟改革は，２０世紀末からの司法制度
改革とその主導理念とされた「司法の行政チ
ェック」が端緒になったが，改革推進の原動
力は，長年にわたり行政事件訴訟法をめぐる
解釈と訴訟実務のうえで行政裁判の改善に向
けた取組みを続けてきた行政法学者と弁護士
のある種の理念性であり，彼らの言動が官僚
の潜在的利害と目に見えにくいかたちで相克
するなかで改正法の成立にいたったと解され
る。この点で，外交政策における理念の機能
に関して，理念と利害の双方が人間行動の説
明に重要性を持つとする分析は（Goldstein
and Heohane １９９３：pp．３－４），本稿にも
妥当する。
今次の司法制度改革の理念に即応した重要
課題であったはずの行政訴訟改革で，必ずし
もその理念に沿ったかたちで改革が進まなか
ったとすれば，他の課題も，提唱理念のみか
らその実像を把握しきれないのではなかろう
か（４１）。このことから，司法制度改革の全体像
は，各課題の沿革，改革理念，推進および施
行過程に関する政治学的ないし法社会学的な
総合的検討を通じてとらえられるべきである
と結論づけられる。
＊草稿に対して，越智敏裕弁護士・上智大学
法科大学院助教授より貴重なコメントをいた
だいた。感謝を申しあげたい。なお，文責は
筆者にある。
（１）改正法の概要につき，小林（２００４）などを参照
のこと。法務省は，国相手の行政訴訟件数が，
改正法施行後，２，３倍（２００３年度の約１，７００
件から改正初年度の２００５年度は３，５００－５，０００件
へ）増加すると予測していた（日本経済新聞２００４
年１０月２日朝刊４２面）。
（２）改正過程の主な紹介，分析に，塩野（２００４），
日弁連と政党の役割を重視する斎藤（２００４），
日本弁護士連合会行政訴訟センター編（２００５：
３－１７頁）および越智（２００５a）（２００５b），政治学
の見地からの谷（２００５：４８頁）がある。
（３）立法過程研究の法社会学的視角につき，馬場
（１９９９：１９７－１９８頁）は，「やはり議会内外の政
治的アクターのみに視線を向けるかぎり，それ
はやはりどこまでも『政治』の問題であり，『法』
の内実や法の理論をも視野に入れ，同時により
広い社会過程や長期的な社会変動といったもの
をも見据えて『社会』の学たるべきことをも追
及していくことが求められているのではないか
…」と問題提起する。
（４）国レベルの政策形成・立法過程の１９９０年代初頭
までの研究は，宮澤（１９９４：７９－９３頁）で概観
される。その後，政党のビスコシティやイデオ
ロギー対立にとどまらない国会審議の実証分析
として，谷（１９９５）や討議アリーナ論の福元
（２０００）が現れている。
（５）両公法学会（第４７，５４回総会）の模様は，公法
研究４５号（１９８３）１２１－２４１頁，同５２号（１９９０）
１３８－２５０頁に掲載されている。
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（６）検討会設置に向けた日弁連の働きかけにつき，
日弁連司法改革実現本部編２００５：４３頁（久保
井一匡（元日弁連会長）発言），斎藤２００４：８５
－８６頁，行政訴訟検討会第３１回（２００４年１０月２９
日）水野武夫委員発言などが触れる。
（７）『司法制度改革推進計画』（２００２年３月１９日）５
－６頁。
（８）第１６回行政訴訟検討会の資料につき，推進本部
事務局が委員に事前送付した文書データのプロ
パティ欄の見出しにあった，「最高裁案で確定」
「最高裁修正で確定」「法制局修正」「最高裁意見
＋法制局見え消し」「最高裁案に修正をしたも
の」などの言葉に気づいた委員が，同回の検討
会の席で注意を喚起し，新聞や週刊誌でもとり
あげられた（朝日新聞２００３年５月２日朝刊３０面，
東京新聞同日朝刊２６面，写真週刊誌フラッシュ
５月２０日号（５月６日発売））。この問題に関し
ては，日弁連から５月１日に推進本部事務局に
抗議文が提出され，司法改革フォーラム（１９９９
年に設置された民間組織）の第１５次提言「行政
事件訴訟法改正はオープンに」（５月８日）でも
批判されている。
（９）自民党は，１９９７年に司法特別調査会を発足し，
同年１１月と翌年６月の報告書で行政訴訟改革に
触れたが，改革審開催期間中に出された報告書
２種では言及されておらず，自民党で内発的に
行政訴訟改革を求める声は必ずしも大きくなか
ったと推測される。
（１０）改正法案の中身は，２月２０日に初めて明るみに
出たとされる（日弁連速報５１号（２００４年２月２３
日））。
（１１）塩崎恭久「行政訴訟制度の改革に関する『経済
活動を支える民事・刑事の基本法制に関する小
委員会』における検討結果（委員長報告骨子）」
（自由民主党政務調査会司法制度調査会（２００４
年１月２８日）資料），自由民主党政務調査会司
法制度調査会経済活動を支える民事・刑事の基
本法制に関する小委員会（２００４年１月２３日）資
料による（日本弁護士連合会編２００４：１９８－２０１
頁）。
（１２）同様の観点からの裁判官人事評価に関する最高
裁規則の制定過程分析に，飯（２００４b）がある。
（１３）平成１６年度通常国会に提出された改正法を含む
１０本の司法制度改革関連法案のうち，１本が継
続審議とされたほか（後に廃案），部分的に３
本に修正がなされた。
（１４）座談会２００５c：６３頁（松尾良風（日弁連副会長）
発言）。日弁連の議員要請活動により，改正法
案の文言に直接的に表現されていない課題や，
解釈運用で配慮すべき課題につき，政府答弁に
よって明らかにすることができ，また第二弾の
改革をしかるべき体制の下に継続して努める旨
を求める附帯決議を獲得できたとされる。
（１５）一例として，改革審意見書の前文は，会長の執
筆による中間報告前文をもとに事務局で起草さ
れた結果（第５５回審議会議事録），官僚に批判
的な文言はすべて削除されている。
（１６）行政訴訟改革に関する改革審の照会への法曹三
者の回答（２０００年１２月２６日付），行政訴訟検討
会第２０，２１回ヒアリング（２００３年７月２４，２５日）
への回答に，裁判所と省庁の慎重ないし消極姿
勢が表われている。ただし，行政訴訟検討会の
担当事務局には，柔軟な行政事件訴訟法の解釈，
適用で知られる判事出身者も含まれていた。
（１７）司法制度改革法制室は，２００３年７月１日時点で，
出身別に，室長（検事），参事官（判事３名と
検事２名，兼官者を含む），参事官付３名で構
成された。
（１８）与党の公明党は，改革審の中間報告直前の２０００
年１１月１６日に「司法制度改革に向けての提言」
で行政訴訟改革を求め，２００３年８月１１日にも，
司法制度改革プロジェクトチームによる「行政
に対する司法によるチェック機能強化への提
言」を公表した。その他の政党では，民主党
が，２０００年７月１１日に「市民が主役の司法へ～
新・民主主義確立の時代の司法改革」，２００１年
４月１２日に司法制度改革ワーキンググループ座
長・事務局長名義の「行政訴訟改革について（中
間まとめ）」と翌日に「行政訴訟改革について
（申し入れ）」，５月１７日に「行政訴訟制度改革
への意見」を出し，２００３年９月１８日の次の内閣
「民主党政策集―私たちのめざす社会」で行政
訴訟の大幅充実を唱えた。また，社会民主党の
内閣・法務部会が，２００１年１０月２１日の「『司法
制度改革』に関する考え方」で行政訴訟改革に
触れる。
（１９）２００３年３月２６日に「２１世紀の行政と国民の新た
な関係をめざして～利用者の観点からの実効性
のある行政訴訟制度の構築～」，同年１１月２７日
に「行政訴訟制度の抜本的改革に関する緊急提
言」，２００４年８月３１日に「『行政法制度等改革推
進本部』設置を求める緊急提言」が，それぞれ
公表されている。
（２０）日弁連では，２００３年内だけで，３月１日のシン
ポジウム「行政訴訟改革の方向とその国民的意
義―なぜ行政訴訟は少ないか―」，３月１３日の
「行政訴訟制度の抜本的改革に関する提言」，５
月１９日の「行政訴訟制度の抜本的改革を求める
会長声明」，７月２日のシンポジウム「行政訴
訟を変えると２１世紀が見えてくる」，１２月１８日
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の「『行政訴訟制度の見直しのための考え方』
に対する意見」が，開催，公表されるなど，改
正法の検討への積極的なコミットがなされた。
会内体制も，１９９９年１月の行政事件訴訟法等改
正推進協議会（司法改革推進センター第３部会
内）の発足後，２００２年３月に行政訴訟改革等検
討委員会，２００４年６月１９日に行政訴訟センター
へ発展的改組を続けた。
（２１）行政法研究フォーラムの「設立趣旨」（２００２年５
月７日）は，「…行政訴訟制度の改革問題を取
り上げます。折しも，司法制度改革推進本部の
行政訴訟検討会において，この問題が審議され
ています。この問題はかねてより学界において
議論されてきたものですが，立法の参考になる
だけの十分な議論がなされてきたわけではあり
ません。そこで，この段階で，行政法研究に携
わる者が相集い，この問題について意見を戦わ
せることは，大いに意味があるものと考えます」
とする。同フォーラムのシンポジウムは，２００５
年９月末までに，第１回「行政事件訴訟法改正
の主要論点」（２００２年７月６日），第２回「外国
法制から見た日本行政訴訟制度・理論の検討」
（２００２年１２月１５日），第３回「行政訴訟制度改革
の構想と諸論点」（２００３年５月２５日），第４回「行
政事件訴訟法改正法」（２００４年７月２４日），第５
回「行政手続法の現状と課題」（２００５年７月２３日）
が開催されている。
（２２）今回の行政事件訴訟法改正につき，座談会２００５
aには，「…強烈に阻止するパワーも，強烈に推
進するパワーもなかったから，結局議論はある
意味でアカデミック，ある意味でテクニカルで
あった」とし，改正法の成立は司法改革という
世の中の流れによるもので，官僚にも自民党に
も改革への抵抗はなかったとする見方と（５頁
［安念潤司発言］），官僚の抵抗を示唆する意見
が見られる（６頁［越智敏裕発言］）。改革事項
の性格と改革推進体制の構造および構成にかん
がみると，後者の方が実情に近かったであろう。
（２３）ジュリスト１２１６号から５号連続で２００２年に連載
された執筆者１０名による「シリーズ行政訴訟制
度改革を考える」特集など，行政事件訴訟法の
改正に向けた検討中，行政訴訟改革に関する論
考や座談会は多数におよんだ。
（２４）もっとも，行政法学者と弁護士会はそれぞれ１
枚岩だったわけではない。行政法学者の見解や
改革へのスタンスには，行政訴訟検討会の委員
の間でも違いが見られた。弁護士会については，
行政訴訟改革で「…ロビーングも含めまして，
蚊帳の外には置かれつつも，改革についてかな
り具体的な関与をすることができたように思い
ます。…一般の弁護士の行政訴訟に対する関心
は相当低いということで，弁護士会でも少数精
鋭で取り組んでまいりました」（座談会２００５a：
６頁［越智発言］）と語られ，また，日本の弁
護士には政治的にバイアスをかけるほどの力は
なく，医師会に比して妖気のようなものが感じ
られなかったとも評される（上同８頁［安念発
言］）。両見解は，弁護士会の今回の行政訴訟改
革への関与が，弁護士業務の利害よりも一部の
弁護士の行政裁判改善理念にもとづいていたこ
とを物語っている。日弁連の司法改革スタンス
については，飯（２００４a）を参照のこと。ただ
し，任意団体の日本弁護士政治連盟は，司法改
革が大詰めを迎えた２００３年に政治活動費を前年
の２．４倍にあたる約２，３４０万円に増額し，増加分
の約半分は衆院選の陣中見舞いとして与野党の
候補者７０名に献金した計７００万円であり（東京
新聞２００４年９月１０日朝刊３０面），司法改革運動
全般では弁護士から国会議員への献金を背景に
した働きかけがあったことが窺われる。なお，
同年の主な業界関連団体の政治献金額は，日本
医師連盟３億７，７０５万円，日本歯科医師連盟３
億５，５００万円，日本薬剤師連盟３億１，６３８万円，
日本看護連盟１億７，２００万円であった。
（２５）改革審では，「法の支配の理念と司法の役割」「権
利主体・統治主体としての国民」「プロフェッシ
ョンとしての法曹」の３つの言葉が随所で用い
られ，法曹が国民をサポートして力強い司法を
運営するイメージを喚起させ，その方向に各項
目の改革を進める理念先行型の効果を発揮し
た。裁判員制度の立法過程につき，谷（２００４）
は，改革審で考案された裁判員制度理念の影響
を重視する。
（２６）木佐＝湯川（２００１：１０頁）は，「…司法と行政
のバランス論を唱える見解は，同時に，個別行
政法規の改正を優先する見解でもあり，基本的
に司法による行政に対するチェック機能を充実
させるための行政訴訟改革に消極的な立場か
ら，最高裁関係者や法務省関係者などを中心に
論じられているのが特徴である」とする。
（２７）座談会２００５bで，山崎潮（元司法制度改革推進
本部事務局長）は，行政訴訟制度検討会のポイ
ントにつき，「…小手先のものではなく，かつ，
全行政庁が旗を上げない限度はどこかというこ
とを探すのが一番難しかったということです。
そのためには理屈が通る筋道を考えなくてはい
けません。その筋道とは，国民の権利利益を確
実にするというキーワードです」と振り返って
いる（５７頁）。なお，行政訴訟検討会では，改
正法に目的規定（「国民の権利利益の救済」，「行
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政の適法性の確保」など）を設けることは，そ
れ自体議論があり，改正の対象にされなかった
（研究会２００５：２７－３１頁）。
（２８）行政訴訟検討会と自民党小委員会で指摘された
ものの法案に盛り込まれなかった課題に，制度
目的の明確化，解釈指針の明定，訴訟の対象，
裁量の審査，処分理由の追加・変更，処分自体
の変更の制限，事情判決，和解，執行停止に関
する不服申立て，訴え提起の手数料の合理化，
弁護士報酬の片面的敗訴者負担制度の導入，不
服審査前置の緩和，団体訴訟制度の導入，納税
者訴訟制度の創設，行政手続法の整備，行政専
門裁判所ないし行政審判庁，行政型ADRの整
備・創設，参審制の導入，報奨金の支給，行政
実体法の改正などがある（日本弁護士連合会編
２００４：２０１頁）。行政訴訟検討会では，改正法の
成立後，行政訴訟制度に関してさらに議論を深
めておく必要のあるとされた，行政立法・行政
計画の司法審査，裁量に関する司法審査および
団体訴訟の各論点につき，第２８回（２００４年７月
２３日）から引き続き検討が進められ，第３１回（同
年１０月２９日）に「行政訴訟検討会最終まとめ―
検討の経過と結果―」が出されている。
（２９）衆議院法務委員会附帯決議５項は，「政府は，
個別行政実体法，行政手続及び司法審査に関す
る改革など行政訴訟制度を実質的に機能させる
ために必要な改革について，所要の体制の下に，
国民の視点に立った改革を継続するよう努める
こと」，参議院法務委員会附帯決議６項は，「政
府は，適正な行政活動を確保して国民の権利利
益を救済する観点から，行政訴訟制度を実質的
に機能させるために，個別行政実体法や行政手
続，行政による裁判外の紛争解決・権利救済手
続も視野に入れつつ，所要の体制の下で，必要
な改革を継続すること」を求める。
（３０）２００４年から翌年にかけて，日弁連では，２００４年
９月１６日の「行政諸法制の抜本的再検討と継続
的監視・改善のための恒常的改革機関の設置に
関する提言」，２００５年６月１６日の「公金検査請
求訴訟制度の提言」，同年１０月１８日の「行政法
制度に関する第二次改革の要望書」，同年１１月
９日のシンポジウム「行政法制度改革～第２ス
テージの行政訴訟改革」（同年９月に開催が予
定されていたが，前月８日の衆議院解散を受け
て議員の出席が困難となり延期されたもの）が，
公表，開催された。
（３１）取消訴訟の原告適格の要件である法律上の利益
（当該処分又は裁決の取消しを求めるにつき法
律上の利益を有する者であること）は，改正法
の検討過程で，事案に応じて国民の権利利益の
救済を可能にするためのオープンスペースであ
ると説明され，改正行政事件訴訟法９条２項に，
法律上の利益を判断する際の考慮事項が掲げら
れた（「裁判所は，処分又は裁決の相手方以外
の者について前項に規定する法律上の利益の有
無を判断するに当たつては，当該処分又は裁決
の根拠となる法令の規定の文言のみによること
なく，当該法令の趣旨及び目的並びに当該処分
において考慮されるべき利益の内容及び性質を
考慮するものとする。この場合において，当該
法令の趣旨及び目的を考慮するに当たつては，
当該法令と目的を共通にする関係法令があると
きはその趣旨及び目的をも参酌するものとし，
当該利益の内容及び性質を考慮するに当たつて
は，当該処分又は裁決がその根拠となる法令に
違反してされた場合に害されることとなる利益
の内容及び性質並びにこれが害される態様及び
程度をも勘案するものとする」）。
（３２）山村（２００４：７９－８０頁）は，改正法が国民の権
利利益の救済に実効性を持つかどうかの予測
は，判例の変更と，第二次的には判例形成の基
礎となる当事者の主張の理論的形成の努力や学
説の改正法理念に即した理論構成の発展を見な
ければ，困難であるとする。
（３３）改正行政事件訴訟法に関連して，２００４年度内だ
けで，小林（２００４）を含む解説書が５種刊行さ
れ，法律のひろば５７巻１０号，ジュリスト１２６３号
と１２７７号，判例タイムズ１１４７号，民商法雑誌１３０
巻４・５号および６号，自由と正義５５巻１２号，
法律時報７７巻３号で特集が組まれた。２００５年度
も引き続き，小早川光郎編（２００５），日本弁護
士連合会行政訴訟センター編（２００５）をはじめ，
法学者や弁護士による解説書，概説書の改訂版
や関連論考が多数公表されている。
（３４）日弁連は，改正法施行前の２００５年３月４，５日
の２日間，新行政事件訴訟法に関する特別研修
会「行政訴訟研修会―これでもう行政訴訟は怖
くない―」を開催した。研修講演は全国の弁護
士会にライヴ中継され，約２，０００人（弁護士登
録者総数の約１割）が参加した。
（３５）藤山（２００４）は，裁判官の学説研究と法学者と
の交流の必要を唱える。なお，同氏は，最高裁
事務総局勤務を経験し，東京地裁民事第３部在
任時は行政側に厳しい裁判で著名だったが，そ
の後も脚光を浴びる東京地裁医療訴訟集中部に
異動し，いわゆるエリートコースをたどってい
る。
（３６）在外日本人選挙権剥奪違法確認等請求事件（海
外に住む日本人の選挙権を制限している公職選
挙法の規定が「国民に平等な選挙権を保障した
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憲法に反する」として，在外邦人ら１３人が，国
を相手に選挙権の確認や１人あたり５万円の損
害賠償を求めた訴訟）の上告審判決で，提訴時
の公選法を違憲と判断し，原告の選挙権を確認
するとともに，国に１人あたり５，０００円の賠償
を命じ（補足意見１，反対意見３（うち１つは
賠償についてのみ）あり），請求を退けた原審・
東京高裁判決を破棄した。確認の訴えについて，
原審は，本件の各確認請求に係る訴えはいずれ
も法律上の争訟に当たらず不適法であるとして
却下すべきものとしたが，最高裁大法廷判決は，
具体的な選挙につき選挙権を行使する権利の有
無につき争いがある場合にこれを有することの
確認を求める訴えについては，有効適切な手段
であると認められる限り確認の利益を肯定すべ
きものであるとして，在外国民である上告人ら
が次回の衆議院議員の総選挙における小選挙区
選出議員の選挙及び参議院議員の通常選挙にお
ける選挙区選出議員の選挙において，在外選挙
人名簿に登録されていることにもとづいて投票
をすることができる地位にあることの確認を求
める訴えを，適法な訴えであるとした。この大
法廷判決により，原告の逆転勝訴が確定し，同
日政府は，来年の通常国会までに公選法を改正
する方針を述べている。
（３７）２００５年９月１５日の朝日新聞朝刊３９面，読売新聞
朝刊１４面および日本経済新聞朝刊４２面。確認訴
訟の条文化の経緯とその理論的インパクトは，
中川（２００４）で論じられる。
（３８）小田急線連続立体交差事業認可処分取消訴訟
（小田急線の複々線化に伴う高架化事業をめぐ
り，東京都世田谷区の沿線住民４０人が騒音被害
などを訴えて国の事業認可の取り消しなどを求
めた訴訟）の上告審で，最高裁第一小法廷は，
２００５年３月２日，原告適格に関する審理だけを
大法廷に回付することを決めた。原審（東京高
判平成１５年１２月１８日）は，鉄道事業と側道事業
を分断し，鉄道事業については鉄道事業地内の
不動産につき権利を有する者しか原告適格が認
められないとしていた。最高裁大法廷判決は，
平成８年１１月２５日第一小法廷判例を変更し，改
正行政事件訴訟法９条２項の規定を参照して，
都市計画法の規定の趣旨及び目的，同規定が都
市計画事業の認可の制度を通して保護しようと
している利益の内容及び性質等を考慮すれば，
事業地の周辺に居住する住民のうち当該事業が
実施されることにより騒音，振動等による健康
又は生活環境に係る著しい被害を直接的に受け
るおそれのある者は，当該事業の認可の取消し
を求めるにつき法律上の利益を有する者とし
て，原告適格を有するとした。ただし，付属街
路事業認可の取消訴訟で原告適格は認められな
かった（補足意見３，反対意見４あり）。
（３９）２００４年度の行政訴訟事件第一審（高裁を含む）
新受件数は２，４４１件で，前年度より５３件減少し
た。事件種類別には，知的財産権関係事件５３２
件（２１．８％），租税関係事件４４３件（１８．１％），
地方自治関係事件４０１件（１６．４％）で，これら
の３種の事件で全体の５割以上が占められる
（最高裁判所事務総局行政局２００５：１０１頁）。
（４０）阿部（２００２：６８－６９頁）は，法律家が立法に関
わるにあたり，解釈論と峻別して判例破壊を信
条とすべきであると警鐘を鳴らしていた。
（４１）裁判官制度改革に関する理念と実践の異同に着
目した分析に，飯（２００５）がある。
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